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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

わが国の出生数は年々減少しており、少子・高齢化が進んでいます。一方で、経済状況や

女性の社会進出の拡大等を背景に、結婚・出産後も働き続けることを希望する女性が増加し

ており、低年齢時からの保育の必要性が高まっています。 

国は、「少子化社会対策基本法」を平成 15 年に制定するなど、少子化対策に関わる総合的

な取り組みを進めてきました。また、市町村においては、平成 17 年から 10 年間の時限立

法である「次世代育成支援対策推進法」の定めにより、地域の特性を考慮して策定した「市

町村行動計画」に基づき、次世代育成支援に関わる取り組みが進められています。なお、「次

世代育成支援対策推進法」は、法改正により、平成 26 年度末までの時限立法が、さらに 10

年間延長されることになりました。 

また国では、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、平成 22 年、「子ども・子

育て新システム検討会議」を設置し、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括

的・一元的なシステムの構築に向けての検討を進めてきました。平成 24 年には、認定こど

も園、幼稚園、保育所を通じた共通の新たな給付や、認定こども園法の改正などが盛り込ま

れた「子ども・子育て支援法」をはじめとする「子ども・子育て関連３法」が制定されまし

た。新たな制度のもとでは、『子どもの最善の利益』が実現される社会を目指すとの考えを基

本に、制度、財源を一元化して新しい仕組みを構築し、子どもの幼児期の学校教育・保育の

一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的に推進していくことを目

指すとされています。 

本市では、「次世代育成支援対策推進法」に基づく「次世代育成支援地域行動計画」を、平

成 17 年度から平成 21 年度までの「前期計画」、平成 22 年度から平成 26 年度までの「後

期計画」として策定し、子育て支援のための施策を総合的に推進してきました。しかし、本

市においても少子化や世帯規模の縮小、女性の社会進出による低年齢時保育ニーズの増大な

ど、子ども・子育てを取り巻く環境は変化しています。 

以上のことを踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境

を整備することを目的に、本計画を策定しました。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計

画」です。なお、本計画は、少子化解消推進対策とも深く関わりを持つため、「次世代育成支

援対策推進法」に基づく「小郡市次世代育成支援地域行動計画」の考え方を継承し、「次世代

育成支援対策推進法」第８条に定める「市町村行動計画」も一体的に策定するものとします。 

また、本計画は、上位計画である「小郡市総合振興計画」や、その他関連計画と整合性、

連携を図っています。 

 
 
根拠法令 

＜子ども・子育て支援法＞ 

(市町村子ども・子育て支援事業計画) 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるもの

とする。 

＜次世代育成支援対策推進法＞ 

(市町村行動計画) 

第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び

事業に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び

幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、

子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と

家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画(以下「市

町村行動計画」という。)を策定することができる。 

 
 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年とします。年度ごとに施設

の状況や事業の進捗状況を把握・評価し、計画最終年度である平成 31 年度には計画の達成

状況の確認と見直しを行います。 
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４ 子ども・子育て支援新制度の概要 

（１）保育の必要性の認定 

保護者の申請を受けた市町村が、国の策定する客観的基準に基づき、保育の必要性を認

定した上で給付を支給する仕組みとなりました。 

1号認定子ども：満3歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前の子ども 

2号認定子ども：満3歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

【保育を必要とする子ども】 

3号認定子ども：満3歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

【保育を必要とする子ども】 

 

（２）子ども・子育て支援サービスの概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子ども・子育て支援給付 

施設型給付 

（教育・保育施設）

・保育所（園） 

・幼稚園 

・認定こども園 

地域型保育給付 

・小規模保育 

・家庭的保育 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 

地域子ども・子育て支援事業 

・利用者支援事業 

・地域子育て支援拠点事業 

・妊婦健康診査 

・乳児家庭全戸訪問事業 

・養育支援訪問事業 

・子育て短期支援事業 

 （ショートステイ） 

・子育て援助活動支援事業 

（ファミリーサポートセンター） 

・一時預かり事業 

・延長保育事業 

・病児保育事業 

・放課後児童健全育成事業 

 （放課後児童クラブ、学童保育） 

・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・多様な主体が本制度に参入すること 

を促進するための事業 

●保育所（園）は保育所（園）委託運営費、幼

稚園は私学助成・幼稚園就園奨励費、認定こ

ども園には保育所（園）部分と幼稚園部分そ

れぞれに安心こども基金から運営に関する

費用が支払われていたものを、施設型給付に

より一本化 

●都道府県が認可する教育・保育施設を対象と

する施設型給付に加え、市町村が認可する地

域型保育事業を創設し、保育サービスを拡充 

●給付の実施主体である市町村は、認可を受け

た教育・保育施設及び地域型保育事業に対し

て、その申請に基づき、各施設・事業の類型

に従い、市町村事業計画に照らし、1 号認定

子ども、2 号認定子ども、3 号認定子どもご

との利用定員を定めた上で、給付の対象とな

ることを確認 
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■保育所（園）・幼稚園 

保育所（園）は、児童福祉法に定める、保育を必要とする０～５歳児に対して保育を行

う施設（児童福祉法第 39 条）です。 

幼稚園は、学校教育法に定める、３～５歳児に対して学校教育を行う施設（学校教育法

第 22 条）です。「幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを

目的」としています。 

■認定こども園 

幼稚園・保育所（園）などのうち、①就学前の子どもに教育・保育を提供する機能、②

地域における子育て支援を行う機能を備える施設について、都道府県から認定こども園と

しての認定を受けることができる仕組みを設けるもの（就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第６項）です。 

 

 

小規模保育事業 
主に満 3歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が 6人以上 19人以下

で保育を行う事業 

家庭的保育事業 
主に満 3 歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が 5 人以下で、家庭

的保育者の居宅等の場所で、家庭的保育者による保育を行う事業 

居宅訪問型保育事業 
主に満 3 歳未満の乳児・幼児を対象とし、当該保育を必要とする乳児・

幼児の居宅において、家庭的保育者による保育を行う事業 

事業所内保育事業 

主に満 3 歳未満の乳児・幼児を対象とし、事業所内の施設において、事

業所の従業員の子どものほか、地域の保育を必要とする子どもの保育を

行う事業 

 

 

 

  

施設型給付 

地域型保育事業 

認

可

定

員

19 人 

6 人 

5 人 

1 人 

小規模保育事業 

家庭的保育事業 

居宅訪問型 

保育事業 

事業所内 

保育事業 
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５ 計画の策定体制と方法 

本計画の策定にあたっては、小郡市子ども・子育て会議を設置し、有識者や教育・保育の

関係者、市民等の意見を踏まえ策定・検討しました。 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ニーズ調査 

【就学前児童の保護者】 

・配布数：2,000 
・回収数：1,130 
・回収率：56.5％ 

【小学生児童の保護者】 

・配布数：2,758 
・回収数：2,279 
・回収率：82.6％ 

その他調査 

 

・統計資料分析 

・既存計画等資料調査 

・社会資源調査 

・事業所等ヒアリング 

など 

計画案の提案 意見 

小郡市子ども・子育て会議 

・計画内容について､協議・承認をいただく場 

・基礎調査等で明らかにされた現状・課題を把握しながら、全市的な視点から小

郡市の子ども・子育て支援に向けた取り組み・事業等について協議 

小郡市子ども・子育て支援事業計画（第１期） 

現状・課題の抽出 

基 礎 調 査 

次世代計画の評価等 
（各課ヒアリング） 

次世代計画における関係

各課の施策、事業を把握

し、評価・まとめを行う 

 

事務局 

・関係各課・機関の取り組み状況の確認 

・子育て支援課を中心に、その他関係各課を含めて計画内容の協議・調整 

パブリックコメント 

※    は、住民参加による策定プロセスを示す 
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